
 

 

【別紙１】 

2026 年度事業計画 
 

１．概 要 

（１）基本方針 

2025 年度の我が国経済は、賃上げ率が 2 年連続で 5％を上回るなど、「デフレ・コ

ストカット型経済」から、その先にある新たな「成長型経済」に移行する段階まで来

た。 

2026 年度は、所得環境の改善が進む中で、各種政策効果も下支えとなり、個人消

費が増加するとともに、危機管理投資・成長投資の取組が進展する中で、設備投資も

増加するなど、引き続き、国内需要中心の経済成長となることが期待される。ただし、

海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等の影響には、十分注意する必要がある。 

こうした中、我が社は、中小企業投資育成株式会社法の精神に則って、我が国経済

の基盤を形成している中小企業の自己資本の充実を促進し、その健全な成長発展を図

るため、以下の通り、積極的な投資・育成活動を進める。 

 

（２）投資 

 我が社は中小企業の自己資本の充実を促進し、その健全な成長発展を支援するため、

中小企業に対する投資を行う。 

投資活動では、中小企業支援機関等との連携強化や認知度向上施策の実施に尽力し、

地域の中小企業にあまねく利用機会を提供する。 

2026 年度は 45 社への新規投資を目標とする。また、積極的な育成活動を契機に投

資先への追加投資ニーズに応えることで、2,120 百万円の投資を計画する。 

 

（３）育成 

 育成活動では、各企業の外部環境及び個別の企業内容を深く理解する長期安定株主

として、投資先企業に寄り添い、経営者を支えるパートナーとなり、透明かつ公正な

健全経営を伴走支援する。 

 情報提供等で投資先の経営者との面談機会を増やし、抱える経営課題を深掘りし、

各社ごとの育成支援につなげる。また、投資育成グループの総合力を生かすため、社

内・投資育成 3 社間で横の連携を図り、「投資育成が株主で良かった」と実感しても

らえるよう、投資先の成長への貢献に引き続き取り組む。 

 

多様で特色ある中小企業の事業活動こそが、我が国経済の基盤を形成している。 

我が社は、中小企業政策の一翼を担う機関として、中小企業の自己資本の充実を促

進し、その健全な成長発展を図り、我が国経済の活力の維持及び強化に貢献する。 



 社 金　額  社 金　額  社 金　額  社 金　額 社 金　額

株       式 27 865 - - 46 1,800 - - - - -

新株予約権 0 0 - - 0 0 - - - - -

新株予約権付社債等 3 179 - - 2 67 - - - - -

投 30 1,044 44 - 48 1,867 ＋4 - 45 - -

 株      式 20 1,086 - - 25 409 - - - - -

 新株予約権 0 0 - - 0 0 - - - - -

新株予約権付社債等 0 0 - - 1 21 - - - - -

資 20 1,086 - - 26 430 - - - - -

1 6 - - 2 29 - - - - -

0 0 - - 0 0 - - - - -

51 2,137 - 1,995 76 2,327 - ＋332 - 2,120 91%

 上場株式 1 2,640 - - 1 272 - - - - -

 その他 35 6,553 - - 21 3,259 - - - - -

36 9,193 - - 22 3,531 - - - - -

5 161 - - 0 0 - - 4 137 -

0 0 - - 0 0 - - - - -

5 161 - - 0 0 - - 4 137 -

41 9,355 - - 22 3,531 - - - - -

2 85 - - 0 0 - - - - -

（注１）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨て表示している。

 （注３）株式の資金回収の計画値は期首時点で予想が難しいため計上しておらず、回収計は算出していない。

 （注２）投資先の中には、2以上の項目に該当するものがあり、必ずしも各項目の和が社数合計に一致しない
　　　　 場合がある。
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２.投資・資金回収等

（金額単位：百万円）

 項　目

2024年度  2025年度 2026年度

実績 計画
 実績見込
（A）

計画比 計画（B）
（B）/（A）



【別紙２】

（単位：百万円）

2024年度 2026年度

実　　績 計　　画 実績見込 計　　画

１．営業収入 13,995 - 8,482 -

受 取 配 当 ・ 利 息 4,641 4,432 4,951 4,788

　(株式配当金) (4,629) (4,421) (4,938) (4,776)

　(社債利息) (12) (11) (13) (12)

株 式 等 売 却 9,193 - 3,531 -

　（上場株式） (2,640) - (272) -

　（その他の株式） (6,553) - (3,259) -

社 債 償 還 161 0 0 137

２．営業外収入 242 331 524 516

収入合計　　 (A) 14,237 - 9,006 -

１．営業支出 5,151 5,125 5,491 5,159

投 資 2,137 1,995 2,327 2,120

　(新規投資) (1,044) - (1,867) -

　(再投資(現金払込含む)) (1,092) - (459) -

一 般 管 理 費 2,396 2,609 2,559 2,456

投 資 収 益 諸 税 618 521 605 583

２．営業外支出 291 617 1,081 294

３．決算支出等 135 3,098 3,066 ▲ 567

配 当 金 等 利 益 処 分 421 421 419 419

法 人 税 等 ▲ 286 2,677 2,647 ▲ 986

支出合計 (B) 5,577 8,840 9,638 4,886

事業収支尻 (C=A-B) 8,660 - ▲ 632 -

収 増資 0 0 0 0

入 借入金 0 0 0 0

収入合計 (D) 0 0 0 0

支 借入金返済 0 0 0 0

出 支出合計 (E) 0 0 0 0

資金調達収支尻 (F=D-E) 0 0 0 0

Ⅲ　当期総合資金収支尻 (G=C+F) 8,660 - ▲ 632 -

Ⅳ　期首資金残高 (H) 36,493 45,280 45,153 44,521

Ⅴ　期末資金残高 (I=G+H) 45,153 - 44,521 -

 （注2）株式等売却の計画値は期首時点で予想が難しいため計上しておらず、収入合計、
　　　　事業収支尻等は算出していない。
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（注1）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨て表示している。
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【別紙３】

(単位：百万円）

2024年度 2026年度

実　績 計　　画 実績見込 計　　画

13,054 - 8,044 -

株 式 配 当 金 4,639 4,421 4,938 4,776

社 債 利 息 12 11 13 12

株 式 等 売 却 益 8,327 - 3,007 -

（ 上場株式 ） (2,622) - (261) -

（ その他の株式 ） (5,704) - (2,746) -

そ の 他 75 55 85 54

2,848 2,912 2,705 3,119

一 般 管 理 費 2,484 2,761 2,846 2,972

評 価 損 等 69 100 ▲ 240 100

（ 投資育成株式等評価損 ） (0) (0) (0) (0)

（ 投資損失引当金繰入損 ） (69) (100) (▲ 240) (100)

そ の 他 294 51 98 46

10,206 - 5,339 -

営 業 外 収 益 213 276 438 461

営 業 外 費 用 13 3 0 0

　経　　　常　　　利　　　益 10,406 - 5,777 -

　特　　　別　　　利　　　益 0 0 0 0

　特　　　別　　　損　　　失 11 7 0 0

10,395 - 5,777 -

（注1）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨て表示している。
 （注2）株式等売却益の計画値は期首時点で予想が難しいため計上しておらず、営業収益、
　　　　営業利益等は算出していない。
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項　　　　　　目
2025年度

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益

営
　
　
業
　
　
損
　
　
益

　営　　業　　収　　益

　営　　業　　費　　用

　営　　業　　利　　益

営
業
外
損
益


